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第５章 分野別に見た国内外の出願動向

　特許庁では、日本、米国、欧州、中国、韓国
等の主要各国への特許の出願動向を調査してい
る。まず、主要各国における特許の公開情報を基
に、主要国への特許出願の動向を紹介する。そ
して、今後の進展が予想される重要な技術テーマ
を選定し、特許出願の動向を調査した結果を紹介
する。

（1）	主要国への出願動向調査
　IPC（国際特許分類）を基準にWIPO（世界
知的所有権機関）が設定した技術分野（IPC 
AND TECHNOLOGY CONCORDANCE 
TABLE1）に基づいて、技術分野別の出願件数
推移について、日本、米国、欧州各国 2、韓国
及び中国への出願を出願先国別に解析した結果
を紹介する。
　35 の技術分野のうち、「電気機械、電気装置、
電気エネルギー」、「電気通信」、「コンピューター
テクノロジー」、「ビジネス方法」、「制御」、「バイ
オテクノロジー」、「高分子化学、ポリマー」、「エ
ンジン、ポンプ、タービン」、「機械部品」及び「運
輸」の 10 の分野について、1-5-1 図ないし1-5-

1．特許

10 図に示す。
　日本への出願件数を見ると、2007 年以降全て
の分野において減少傾向が続いているが、「ビジ
ネス方法」「制御」「バイオテクノロジー」及び「機
械部品」の分野においては、2013 年から2014
年にかけて出願件数が上昇している。
　中国及び韓国への出願件数は、分野に依らず
全体として増加傾向にあり、特に中国への出願件
数が急増している。「電気機械、電気装置、電
気エネルギー」など、他国・地域が減少傾向であっ
ても増加傾向を示している技術分野が多い。
　米国への出願件数は、「コンピューターテクノロ
ジー」及び「ビジネス方法」の分野において、
2014 年まで他国・地域の出願件数より数倍程度
大きい年が続いているが、2015 年以降に中国へ
の出願件数が米国への出願件数より大きくなること
が予測される。
　欧州各国への出願件数は「エンジン、ポンプ、
タービン」「機械部品」及び「運輸」の技術分
野において、中国に次いで２番目に大きい件数を
示している。

　特許出願・意匠登録・商標登録出願の内容は、公報として広く一般に公開される。特許の公開情報は、
企業や大学等における研究開発テーマや技術開発の方向性を決定する上で極めて有効なものである。
また、意匠・商標の公開情報は、意匠・商標出願戦略、デザイン開発戦略、ブランド戦略等の策定を
支援するための有益な情報になる。そのため、特許庁では、特許・意匠・商標の出願動向を調査し、
それらの調査結果を情報発信している。本章では、2018 年度に実施した特許・意匠・商標の出願動
向の調査結果を示す。

分野別に見た国内外の出願動向第５章

１ �http://www.wipo.int/meetings/en/doc_details.jsp?doc_id=117672
２ �欧州への出願とは、オーストリア、ベルギー、スイス、チェコ、ドイツ、デンマーク、スペイン、フィンランド、フランス、イギリス、ハンガリー、アイルランド、イタリア、

ルクセンブルク、オランダ、ノルウェー、ポルトガル、ルーマニア、スウェーデン、スロバキアへの出願及び EPC 出願としている。
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1-5-1図   �「電気機械、電気装置、電気エネルギー」の出願先国別出願件数の推移

1-5-2図   �「電気通信」の出願先国別出願件数の推移

1-5-3図   �「コンピューターテクノロジー」の出願先国別出願件数の推移

（備考）�出願年（優先権主張年）2014、2015 年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）�特許庁「平成 30 年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」

（備考）�出願年（優先権主張年）2014、2015 年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）�特許庁「平成 30 年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」

（備考）出願年（優先権主張年）2014、2015 年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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1-5-4 図   �「ビジネス方法」の出願先国別出願件数の推移

1-5-5図   �「制御」の出願先国別出願件数の推移

1-5-6図   �「バイオテクノロジー」の出願先国別出願件数の推移

（備考）�出願年（優先権主張年）2014、2015 年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）�特許庁「平成 30 年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」

（備考）�出願年（優先権主張年）2014、2015 年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）�特許庁「平成 30 年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」

（備考）�出願年（優先権主張年）2014、2015 年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）�特許庁「平成 30 年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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1-5-7図   �「高分子化学、ポリマー」の出願先国別出願件数の推移

1-5-8図   �「エンジン、ポンプ、タービン」の出願先国別出願件数の推移

1-5-9図   �「機械部品」の出願先国別出願件数の推移

（備考）出願年（優先権主張年）2014、2015 年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」

（備考）出願年（優先権主張年）2014、2015 年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」

（備考）出願年（優先権主張年）2014、2015 年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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（2）	2018年度特許出願技術動向調査結果
　市場創出に関する技術分野、国の政策として
推進すべき技術分野を中心に、今後の進展が予
想される技術テーマを選定し調査を実施した。
　以下 12テーマの調査結果について、その概要
を示す［1-5-11 図］。
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1-5-10図   �「運輸」の出願先国別出願件数の推移

（備考）出願年（優先権主張年）2014、2015 年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」

1-5-11図   �2018 年度特許出願技術動向調査の	
テーマ名

①三次元計測
②電子ゲーム
③次世代建築技術
④ドローン
⑤人工関節
⑥パワーアシストスーツ
⑦がん免疫療法
⑧樹脂素材と異種素材との接合技術
⑨ハイバリアフィルム
⑩仮想通貨・電子マネーによる決済システム
⑪電池の充放電技術
⑫ストレージクラスメモリ
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①三次元計測

　三次元計測技術は、対象が半導体集積回路
の製造工程（～ 10μm）から、地形測量や航
空宇宙分野（～ 10km）までと幅広く、応用・適
用分野が、自動走行システム分野、製造分野、
測量分野、土木・建築・社会インフラ分野など多
岐にわたる。三次元検査装置市場規模は増加傾
向にあり、2023 年には 160 億ドル以上になると予
測されており、三次元計測は重要度を増していくと
予想される［1-5-13 図］。
　三次元計測における主要な応用・適用分野の
出願シェアは、自動運転及び製造は我が国が、
測量及び土木・建築・社会インフラは中国が最多
である。そのため、中国をはじめとした他国の技
術動向を注視しつつ、主要応用分野に注力するこ
とが必要である［1-5-14 図］。また、測定方法で
は光学的測定の特許出願件数が多く、我が国の
出願も多い［1-5-15 図］。光学的測定は非接触
のため大量の測定を高速で行うことが期待出来
る。特に製造分野では、工場における省力化・自
動化が望まれており、高速且つ高精度な三次元
計測が必要とされている。一方、取得した三次元
計測データの利活用に関する特許出願では、中
国をはじめとした他国の出願が多い。今後、我が
国は、データの利活用に関する技術開発にも注力
していく必要がある［1-5-16 図］。

自動走行システム分野 製造分野

1-5-12図   三次元計測の応用分野

（資料）�特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―三次元計測―」を基
に特許庁作成
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1-5-13図   �三次元検査装置市場の分野別推移及び
予測

（資料）・�MARKETS AND MARKETS「3D METROLOGY MARKET GLOBAL 
FORECAST TO 2023」

　　　・�特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―三次元計測―」

技術区分 優先権主張2006‒2016年
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1-5-14図   �応用・適用分野の技術区分別―出願人国籍（地域）別ファミリー件数（日米欧中韓独への出願、
出願年（優先権主張年）：2006-2016 年）

（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―三次元計測―」を基に特許庁作成
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日本 欧州米国 中国 韓国 ドイツ
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データ共有一般
デ
ー
タ
共
有

データフォーマット

CADとの連携

リアルタイム計測

自動追尾（トラッキング）

機能的データ活用一般

技術区分

出願人国籍（地域）

優先権主張2006-2016
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333333 131313 131313 151515 555
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1-5-16図   �機能的データ活用の詳細分類別―出願人国籍（地域）別ファミリー件数（日米欧中韓独への出願、
出願年（優先権主張年）：2006-2016 年）

（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―三次元計測―」を基に特許庁作成

出願人国籍（地域）

技術区分

機械的測定

日本 米国 欧州 中国 韓国 ドイツ その他

電磁波を
使用した測定

音波を
使用した測定

光学的測定

205

366

231

336

365

463 373

255

158 107

115

86

403408

9,4469,4469,446

965965965

616616616 481481481

477477477551551551

2,6642,6642,664 2,6192,6192,619 1,0031,0031,0032,6082,6082,6081,7631,7631,763 5,7365,7365,736

1,4851,4851,485

865865865

優先権主張2006‒2016年

1-5-15図   �測定方法の技術区分別―出願人国籍（地域）別ファミリー件数（日米欧中韓独への出願、出願年（優
先権主張年）：2006-2016 年）

（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―三次元計測―」を基に特許庁作成
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②電子ゲーム

　電子ゲームの市場は、据え置き型の「家庭用
ゲーム」から、スマートフォン等のゲームアプリや
PC 向けのオンラインゲームを中心とする「オンライ
ンプラットフォーム」へとシフトしている。また、近年、
電子ゲームでの対戦を競技として捉えた「eスポー
ツ」が急成長している［1-5-18 図］。
　電子ゲームの新たなビジネスモデルとして、スポ
ンサーからの広告収入を得たり、ゲームの対戦状
況をリアルタイムで配信して有料サイトで視聴させた
りする「観戦型ビジネスモデル」（eスポーツなど）
が注目を集めている。収益方法の出願動向として、
我が国は「アイテム課金」で稼ぐビジネスモデル
に注力する一方、米国は「アイテム課金」に加え、
ゲーム内の広告表示や現実のイベントとゲームとを

連携させる収益方法の出願も多く、収益方法を多
様化している［1-5-19 図］。「広告」や「イベント」
を活用した eスポーツなどの観戦型ビジネスモデル
への多角化を図り、より広いユーザ層への訴求を
強化すべきである。

1-5-17図   国内　家庭用／オンラインプラットフォームゲーム市場規模推移
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オンラインプラットフォーム 家庭用ソフト（オンライン含む） 家庭用ハード

2017201620152014201320122011201020092008

（単位 億円）

¥11,273

¥2,389

¥2,024

（資料）・株式会社 Gz ブレイン「ファミ通ゲーム白書 2018」を基に特許庁作成
　　　・特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―電子ゲーム―」
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1-5-18図   �海外 eスポーツ市場規模の推移

（資料）・総務省「e スポーツ産業に関する調査研究報告書」（2018/3）
　　　・特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―電子ゲーム―」
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各国
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出願人国籍
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646464
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1-5-19図   �課金／決裁／収益方法の技術区分別―出願人国籍（地域）別ファミリー件数（日米欧中韓 ASEAN
各国への出願、出願年（優先権主張年）：2010-2016 年）

（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―電子ゲーム―」を基に特許庁作成
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③次世代建築技術

　建設業界においては、就業者数の減少及び高
齢化が進行しており、ICT 技術の活用による生産
性向上が喫緊の課題であり、建設技術・建設物
利用技術においてICTを利用している技術が注目
されている［1-5-20 図］。
　ICT 技術を活用した建設後の建設物利用技術
に関する特許出願動向では、建設物のタイプごと
に建設業界以外のプレーヤーが多数上位となって
おり、多岐にわたるICT 技術が活用されている

［1-5-22 図］。建設業界企業は、建設物タイプご
とに得意なICT 企業と連携して ICT 技術を効果
的に活用し、より高度な都市や住宅を目指すことが
重要である。

（万人：就業者数
：建設業）

（万人：就業者数
：日本全体）
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1-5-21図   �日本の建設業の就業者数推移	
（日本全体との比較）

（資料）・統計局「労働力白書」を基に特許庁作成
　　　・特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―次世代建築技術―」

1-5-22図   �建設後建設物への特許出願ランキング（出願先：日米欧中韓 ASEAN 各国への出願＋ PCT 出願、出
願年（優先権主張年）：2013-2016 年）

住宅 /戸建住宅 住宅 /集合住宅
順位 出願人名称 件数 順位 出願人名称 件数
1 パナソニック 44 1 パナソニック 60
2 グーグル（米国） 18 2 グーグル（米国） 21
3 大和ハウス工業 17 3 大和ハウス工業 14
4 三菱電機 8 4 東芝 11
5 ミサワホーム 7 4 Vivint（米国） 11

スマートハウス/ビル関連 オフィス（事務所）
順位 出願人名称 件数 順位 出願人名称 件数
1 パナソニック 116 1 グーグル（米国） 41
2 三星電子（韓国） 86 2 パナソニック 31
3 グーグル（米国） 72 3 フィリップス（オランダ） 22
4 TOTO 64 4 センサーマティック・エレクトロニクス（米国） 17
5 ハネウェル（米国） 45 5 東芝 16

（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―次世代建築技術―」を基に特許庁作成

通信（５ ）
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データ蓄積
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人工知能
拡張現実
三次元計測
ロボット、等

技術

空
調 サービス支援省エネ支援

住居生活支援

設計 施工 維持管理

建設物利用技術

建設技術

利用

利用

1-5-20図   �次世代建築技術の概要

（資料）�特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―次世代建築技術―」
を基に特許庁作成
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④ドローン

　ドローン（Drone）とは、遠隔操縦や自律的飛
行が可能な無人航空機であり、別名、UAV

（Unma n n e d  A e r i a l  V e h i c l e）、UAS
（Unmanned Aerial System）とも呼ばれる。
　ドローンの市場は大きな成長が期待され、ホビー
用だけでなく、地形の測量やインフラ点検、農薬
散布などへの活用が広がり始めている。
　現在は、目視外、第三者上空の飛行を目指し、
より高度な飛行・運行の技術開発が行われている。
　特許出願件数は、中国籍出願人が最多で、我
が国の出願人からの出願件数比率は、6.2%と高

くない［1-5-24 図］。
　よって、他国が既に確立している技術を追いか
けるだけではなく、開発途上の技術にも注力すると
いった戦略的な対策が必要である。
　特に、目視外、第三者上空の飛行の実現に向
けて、我が国も諸外国に遅れることなく、技術開
発を進める必要がある。
　目視外、第三者上空の飛行には安全性確保が
必須であり、「機体自己診断」技術が必要である。
　また、管制技術の向上や、異常時に「自動帰還」
を行う技術も必要である。
　このような技術は、近年外国籍出願人からの出
願が確認されているが、まだ総件数は少ない。

1-5-23図   �ドローンの例

（資料）：特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書－ドローン－」
（出典）：内閣府 HP

回転翼（シングルロータ）

（出典）：プロドローン HP

回転翼（マルチコプタ）

（出典）：防衛省 HP

固定翼

日本国籍
1,410件　6.2%

米国籍
5,781件
25.2%

欧州国籍
2,844件　12.4%

中国籍
9,715件
42.4%

韓国籍
2,313件　10.1%

ASEAN各国の国籍
72件　0.3% その他

442件　1.9%
台湾籍

159件　0.7%

イスラエル国籍
188件　0.8%

合計
22,924件

1-5-24図   �出願人国籍（地域）別ファミリー件数
推移及びファミリー件数比率（日米
欧中韓台イスラエル ASEAN 各国への
出願、出願年（優先権主張年）：2007-
2016 年）

（資料）：特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書－ドローン－」
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⑤人工関節

　人工関節は、金属セラミックスや高分子化合物か
ら製造され、関節疾患や機能障害を起こしている関
節部位を置き換えて治療するために用いられる。
　高齢化や QOL 向上を求める意識の高まり、医
療技術の進歩から、人工関節を使った手術療法
によって早期の社会復帰を図る患者の数が増加し
ている。その結果、世界の人工関節市場は、毎
年 6 ～ 7％の伸び率で拡大する傾向にあり、2019
年には 16,434 百万ドルに達すると予想されている

［1-5-26 図］。
　世界シェアにおいて、我が国のメーカーは欧米
メーカーに対し後塵を拝しているのが現状である。
　その中でも、「セラミックス」等の材料や、材料を
いかした「強度（力学的信頼性）耐破損性」、「表
面加工処理」といった技術については、我が国の
出願人の出願のシェアが比較的大きい［1-5-28図］。
　日本の医療技術の国際競争力強化・向上のた
め、新規な人工関節素材の開発や、付加価値を
高めた高機能な人工関節の開発が必要である。
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1-5-25図   �人工関節の例

1-5-26図   �人工関節の市場規模推移

（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願動向調査報告書－人工関節－」

（出典）�平成 26 年度　未来医療を実現する医療機器・システム研究開発事業（医療機器開発支援ネットワーク構築に向けた調査・支援の試行）報告書（経済産業省）
（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願動向調査報告書－人工関節－」

1-5-28図   �特許出願のシェア
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1-5-27図   �人工関節主要メーカーの世界シェア
（2017 年）

メーカー 世界シェア（2017 年）
金額（百万ドル） シェア

Johnson & Johnson 	
(Depuy Synthes)（米） 8,823 24％

Zimmer Biomet（米） 7,406 20％
Stryker（米） 5,970 16％
Medtronic（米） 3,016 8％
Arthrex（米） 2,133 6％
Smith & Nephew（英） 2,078 6％
Other 7,091 20％

（出典）：�World Preview 2018, Outlook to 2024（Evaluate）のデータを基に作成
（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願動向調査報告書－人工関節－」



知
的
財
産
を
め
ぐ
る
動
向

第
１
部

第
５
章

特許行政年次報告書2019年版 73

⑥パワーアシストスーツ

　パワーアシストスーツは、身体に装着し、装着者
又は作業対象に対して作用することで、歩行、立
ち上がり、持ち上げといった身体動作の支援や、
身体機能の改善・治療等を行うものである。
　パワーアシストスーツの日米欧中韓における市場
規模（出荷台数ベース）は、2016 年に約 158,600
台であり、今後、年平均成長率約 17.1% で拡大
していくと予想される［1-5-30 図］。
　パワーアシストスーツについての日米欧中韓への
特許出願は、かつては日本国籍出願人が全体の多
数を占めていたが、2010 年頃から韓国籍、2012
年頃から中国籍出願人の出願が急増している�

［1-5-31 図］。
　日本国籍出願人の出願を、出願人の属性別で
見てみると、大学・研究機関による単独出願及び
大学・研究機関を含む共同出願の比率が共に約
10%と大きく、日本における大学・研究機関の寄
与が見て取れる［1-5-32 図］。
　産学官連携をさらに推進し、大学・研究機関
が持つ技術や研究成果と、企業の持つ技術や、
製造ノウハウとを結び付けて、パワーアシストスーツ
の産業化を推進していくことが重要である。
　各国籍出願人の出願を用途別に見てみると、医療
用途が最多であるのは各国籍共通であるが、日本国
籍出願人は介護用、産業用、家庭用についても多く
の出願を行っているのに対し、米国籍・韓国籍は防
衛用途について多くの出願を行っている［1-5-33図］。
　アシスト対象部位（上半身）では、日本国籍出
願人は腰をアシストするものが最多であるのに対
し、米国籍・中国籍は肘、欧州国籍は手・指、
韓国籍は腰と肘である。
　アシスト対象動作については、歩行アシストにつ
いて各国籍いずれも最も多く出願を行っているが、
日本国籍出願人は持ち上げ、立つ動作のアシスト
についても多くの出願を行っている。
　このように、各国籍出願人の注力している用途や
アシスト対象・動作は一部異なる傾向を示している。
　パワーアシストスーツは、用途やニーズに応じて、
求められる機能や性能等が大きく異なるものである
ことから、これらを早期に見定め、特に必要な技
術をブラッシュアップしていくことが望まれる。

1-5-32図   �日本出願人の属性別比率及び共同出願
の内訳
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1-5-30図   �パワーアシストスーツの市場規模推移
（対象国：日米欧中韓、出荷台数ベース）

1-5-29図   �パワーアシストスーツの例

（出典）：CYBERDYNE 株式会社
　　　　Prof. Sankai, University of Tsukuba / CYBERDYNE Inc.

（資料）：特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査－パワーアシストスーツ－」

（出典）：株式会社 ATOUN 
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1-5-31図   �出願人国籍（地域）別ファミリー件数推移（日米欧中韓への出願、出願年（優先権主張年）：1997-2016 年）
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1-5-33図   �技術区分別－出願人国籍別出願件数（出願先：日米欧中韓、出願年（優先権主張年）：1997 年－ 2016 年
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⑦がん免疫療法

　近年、がん免疫療法と呼ばれる革新的治療法
が国際的に注目されている。2018 年、本庶佑教
授（京都大）が、がん免疫療法の 1 つである免
疫チェックポイント阻害療法の開発への貢献が認め

　研究開発のトレンドは、免疫調節の一つである
免疫チェックポイント阻害剤と、他のがん治療との
併用療法に移行しており、併用療法に係る特許出
願件数も近年増加している［1-5-35 図］。一方で、
養子免疫療法や腫瘍溶解性ウイルス療法と組み

られ、ノーベル生理学・医学賞を受賞している。
がん免疫療法は、免疫機能にかけられたブレーキ
を解除する、もしくは免疫機能を増強することで、
がん細胞を除去することを目指した治療法である

［1-5-34 図］。

合わせた併用療法に関する特許出願件数はまだ
多くはない［1-5-36 図］。今後、様々ながん免疫
療法の組み合わせが研究され、大幅な治療効果
の向上をもたらす我が国発の併用療法が開発され
ることが期待される。

〇がん免疫療法は、革新的ながん治療法であり、昨年、本庶佑教授 京都大 が、がん免疫療
法の１つである免疫チェックポイント阻害療法の開発への貢献が認められ、ノーベル生理学・医
学賞を受賞している。

〇本調査では、免疫チェックポイント阻害療法を含めた以下の４技術に関するがん免疫療法を対
象とした。
免疫調節（免疫チェックポイント阻害療法、免疫増強、等） 養子免疫療法（遺伝子改変 細胞療法、等）

腫瘍溶解性ウイルス療法 がんワクチン療法（ペプチドワクチン、樹状細胞ワクチン、等）

免疫細胞の認識を回避し、
攻撃に対してブレーキ

阻害剤による
ブレーキ解除

細胞

正常細胞 がん細胞

阻害剤

攻撃

腫瘍溶解性アデノウイルス

導入による 細胞のがん細胞
認識の向上とがん細胞の攻撃

代表例： 阻害剤 代表例： 細胞療法

代表例： ペプチドワクチン

細胞ががん抗原由来ペプチド
発現がん細胞を攻撃

感染

がん抗原由来ペプチドを
細胞に提示し、 細胞を活性化

代表例： 腫瘍溶解性アデノウイルス

がん細胞

攻撃

キメラ抗原受容体
（ ）遺伝子

遺伝子導入

がん細胞免疫細胞
（ 細胞、等）

免疫チェック
ポイント分子

タンパク質

攻撃

がん細胞

がん抗原由来ペプチド

細胞樹状細胞

３．３．がん免疫療法（１／４）

がん細胞でのみウイルスが複製
がん細胞をウイルスが溶解

1-5-34図   �がん免疫療法の代表例（免疫チェックポイント阻害療法）

（備考）2015 年以降はデータベース収録の遅れ、PCT 出願の各国移行のずれ等で、全データを反映していない可能性がある。
（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―がん免疫療法―」

1-5-35図   �免疫チェックポイント阻害療法との併用療法のファミリー件数（日米欧中韓、出願年（優先権主
張年）：2002 ～ 2016 年）
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　養子免疫療法の一つである遺伝子改変T細胞
（TCR-T 細胞、CAR-T 細胞）療法は、免疫チェッ
クポイント阻害剤に次ぐがん免疫療法として期待さ
れており、特許出願件数も増加傾向で、欧米が
先行している［1-5-37 図、1-5-38 図］。遺伝子

改変 T 細胞療法は、薬剤投与に伴う副作用や、
細胞培養に関連した製造コスト等の課題がある。
我が国では、細胞製剤を開発する環境が整いつ
つあり、今後、遺伝子改変 T 細胞療法の課題を
克服した我が国発の開発品の上市が期待される。

（備考）2015 年以降はデータベース収録の遅れ、PCT 出願の各国移行のずれ等で、全データを反映していない可能性がある。
（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―がん免疫療法―」

（備考）2015 年以降はデータベース収録の遅れ、PCT 出願の各国移行のずれ等で、全データを反映していない可能性がある。
（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―がん免疫療法―」

1-5-37図   �TCR-T 療法のファミリー件数推移（日米欧中韓、出願年（優先権主張年）：2002 ～ 2016 年）

1-5-38図   �CAR-T 療法のファミリー件数推移（日米欧中韓、出願年（優先権主張年）：2002 ～ 2016 年）
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（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―がん免疫療法―」

1-5-36図   �各併用療法のファミリー件数（日米欧中韓、出願年（優先権主張年）：2002 ～ 2016 年）
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⑧樹脂素材と異種素材との接合技術

　樹脂素材と異種素材との接合技術は、樹脂素
材の軽量性と金属等の耐久性とを併せ持つよう
な、単一素材では実現できない性能を、マルチマ
テリアル化により実現する技術である。自動車や航
空機等の多くの産業において、樹脂素材を含む
様々な材料の接合部品を用いた軽量化や高強度
化が進められており、樹脂素材と異種素材との接

合技術に対する注目が高まっている。
　我が国企業は強度や耐久性等の主要な課題に
ついて出願件数が多く、技術優位性がある［1-5-
39 図］。我が国は、2010 年頃まで建材や電気・
電子関連の技術開発で世界をリードしていたが、
2011 年以降は日本・ドイツ・中国を中心に自動車
や電気・電子関連における技術開発競争が活発
化している［1-5-40 図］。

1-5-40図   �年代別－出願人別ファミリー件数上位ランキング（日米欧中韓 ASEAN 各国への出願、出願年（優
先権主張年）：1997 ～ 2016 年）
1997〜2003 年 2004～2010 年 2011～2016 年

順位 出願人 件数 順位 出願人 件数 順位 出願人 件数
1 積水化学工業 78 1 パナソニック 65 1 BYD（中） 51
2 パナソニック 60 2 キヤノン化成 44 2 トヨタ自動車 44
3 JFEスチール 56 3 大成プラス 43 3 BMW（独） 36
4 三菱ケミカル 47 4 ブリヂストン 38 4 ヤヌス（東莞）精密部品（中） 30
5 ブリヂストン 41 5 ダイムラー（独） 36 5 三井化学 29
6 日立化成 33 6 NISSHA 35 6 現代自動車（韓） 27
7 AGC 30 6 TOWA 35 7 ダイムラー（独） 26
8 キヤノン 29 8 富士フイルム 34 8 AGC 25
9 住友ベークライト 26 9 東レ 31 9 本田技研工業 23
9 凸版印刷 26 10 キヤノン 27 9 ロバート　ボッシュ（独） 23
  10 BASF（独） 27 9 広東オッポモバイル通信（中） 23

（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―樹脂素材と異種素材との接合技術―」

 （資料）特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―樹脂素材と異種素材との接合技術―」

1-5-39図   �主要な課題に関する出願人国籍別のファミリー件数（日米欧中韓 ASEAN 各国への出願、出願年（優
先権主張年）：1997 ～ 2016 年）
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　ドイツは近年論文発表数を伸ばし、特許出願数
も上位にきていることから、産官学による基礎研究
から実用化への研究開発が進んでいると推測され
る［1-5-41 図、1-5-42 図］。我が国の優位性
を維持するためには、専門分野の異なる材料や加
工、加工装置、応用産業に関わる多くの企業や
大学、公的機関の連携による技術開発を進めてい
くことが重要である。

（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―樹脂素材と異種素材との接合技術―」

1-5-42図   �年代別主要研究者所属機関別論文発表件数推移（論文発表年：1997 ～ 2017 年）
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1-5-41図   �研究者所属機関別論文発表件数上位ラ
ンキング（論文発表年：1997～ 2017年）

順位 研究者所属機関名（国籍） 件数
1 フラウンホーファー研究機構（独） 61
2 KAIST（韓） 44
3 モナシュ大学（オーストラリア） 43
4 大阪大学 37
5 アーヘン工科大学（独） 25
6 ヘルムホルツセンター（独） 24
7 カイザースラウテルン大学（独） 20
8 ロシア科学アカデミー（ロシア） 19
8 スウィンバーン工科大学（オーストラリア） 19
10 ケムニッツ工科大学（独） 17

（資料）�特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―樹脂素材と異種素材
との接合技術―」
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⑨ハイバリアフィルム

　ハイバリアフィルムは、水蒸気や酸素の透過を防
ぐために用いられるバリアフィルムよりも、高いバリア
性能を備えたフィルムであり、食品の包装材料など
として用いられる。また、近年は有機 EL ディスプ
レイ等のフレキシブル基板の部材として利用されて
おり、その重要性はますます高くなっている。
　主に包装材料に用いられるカテゴリー1 の出願
動向は、我が国からの出願が大半を占めて世界を
リードしている［1-5-44 図］。バリア性の向上とコ
スト競争力の維持を図りつつ、引き続きニーズにき

め細かく対応できる技術開発を進める必要がある。
また、海外市場を獲得するには、地域の現状やニー
ズを的確に把握し、対応することが重要である。
　有機 ELディスプレイなどに用いられるカテゴリー
3 の出願動向は、全体として 2010 年から急増し
ている。近年は中国・韓国からの出願が存在感を
示しつつあり、開発動向を注視する必要がある。
日本のポジションを維持し、フレキシブル化及び大
面積化に対応するバリア性や品質安定性の向上
を優先して、研究開発を進めるべきである［1-5-45
図］。

（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―ハイバリアフィルム―」

1-5-43図   �技術俯瞰図
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層構造

材料製造技術

○塗布製膜
○気相製膜
　・PVD（真空蒸着、スパッタリング）
　・CVD
○連続製膜（Roll to Rollなど） 
○フィルム化法
　・共押出
　・ラミネート
　・延伸

○無機系
　・シリカ　
　・アルミナ
　・アルミ
　・窒化ケイ素
○有機系
　・樹脂（PVAなど）
　・低分子有機材料
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　交互積層
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（備考）2015 年以降はデータベース収録の遅れ、PCT 出願の各国移行のずれ等で全出願データを反映していない可能性がある。
（資料）特許庁「平成 30 年度特許出願技術動向調査報告書―ハイバリアフィルム―」

1-5-45図   �カテゴリー 3の出願人国籍（地域）別ファミリー件数推移（出願年（優先権主張年）：2001 ～ 2016 年）
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（備考）�2015 年以降はデータベース収録の遅れ、PCT 出願の各国移行のずれ等で
全出願データを反映していない可能性がある。

（資料）�特許庁「平成30年度特許出願技術動向調査報告書―ハイバリアフィルム―」

1-5-44図   �カテゴリー 1の出願人国籍（地域）別
ファミリー件数比率（出願年（優先権
主張年）：2001 ～ 2016 年）
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⑩仮想通貨・電子マネーによる決済システム

　キャッシュレス化の推進に伴い、インターネット取
引のみならず、リアル店舗等の取引においても、
仮想（暗号）通貨や電子マネーによる決済が年々
増加しており、様々なシーンに対応した電子決済シ
ステム・電子決済サービスが出現している。セキュ
リティやネットワーク障害対応等も含め、これら電子
決済システム・電子決済サービスは今後も発展が
見込まれる。
　仮想通貨・電子マネーによる決済システムに関

する出願は、米国からの継続的な出願が見られ、
中国、韓国からの出願が急増している一方で、
我が国からの出願は比較的少ない［1-5-47 図］。
　キャッシュレス化推進に向け、経済性および利
便性を向上させる技術蓄積を強化するとともに、
安全性を維持・確立し、将来における技術の可
能性も加味した持続的な基盤構築が必要である。
また、我が国によるデータの利活用推進に向け、
マーケットニーズの把握等に有用なデータの囲い込
みへの対抗も図るべきである。

1-5-47図   �出願人国籍別ファミリー件数推移及びファミリー件数比率（日米欧中韓への出願、出願年（優先
権主張年）：2010 ～ 2016 年）
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1-5-46図   �仮想通貨・電子マネーによる決済システムの技術俯瞰図
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• 盗難防止
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• 未処理
トランザクションの防止

• 滅失防止
• プライバシー保護
• 耐量子計算機暗号
• 安全性評価
• レピュテーション管理

• 円滑な決済
• 多様な決済手段への対応
• 決済以外の機能との統合
• 入力の自動化

• 端末導入コストの低減
• ネットワーク・センターシステムの
低コスト化

• 与信業務の効率化
• マーケティング活用

• 有効性確認
• 取引履歴の管理
• 不正金融取引防止

電子マネー
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スクリプト記述

ブロック
チェーン間
接続

利用場面

データ管理

ブロックチェーン特有
電子マネー

• プリペイド
• リアルタイム／
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• オーソリ
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• 検出
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• デジタル
コンテンツ利用

• 投票

関与者の記録

• サプライチェーン
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• 広告・広報

• スマートコントラクト
• エスクロー自動化
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• エネルギー管理
• 消耗品管理
• 遺言・会社清算

処理の自動化

決済以外も含む利用場面
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図表
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⑪電池の充放電技術

　2011 年に発生した東日本大震災以降の節電・
蓄電意識の高まり、再生可能エネルギー普及に伴
う電力系統安定化ニーズの高まり、スマートフォン
を始めとしたモバイル機器の普及、電気自動車用
充電インフラの普及等、電池の充放電技術の重
要性が高まっている。
　電池の充放電技術に関する出願は、我が国か

らの出願が多いものの、中国からの出願が顕著な
増加傾向を示している［1-5-49 図］。
　ユーザー視点を重視し、蓄電池の用途に応じ
て安全性や寿命、コストを最適とする技術を適用
することを意識した技術開発、商品開発を推進す
ることが有効である。また、蓄電池の有力メーカー
が多いという我が国の特性を活かし、蓄電池を管
理するマネジメントシステムの開発においても主導
権を握ることが有効である。

1-5-48図   �電池の充放電技術の技術俯瞰図

電池の充放電技術

充放電技術の
主要課題 【安全】

・過充電 ・過熱 ・衝撃 変形
・過放電 ・短絡
・過電流 ・回路異常

【電池劣化防止】
・経年 ・満充電状態回避
・リフレッシュ ・低 状態回避

【均等化制御】
・パッシブ方式
・アクティブ方式

【出荷時試験】

【詳細用途】
・家電
・モバイル
・産業機械
・医療 福祉 …

・安全性
・寿命 耐久性
（サイクル特性）
・大容量化
・高出力化
・充電時間
急速充電

・電池状態検知精度
・電力変換効率
・コスト
・リユース

【検知】
・電流 ・温度 ・電圧 ・時間

【算出、推定】
・電流積算値 ・
・内部抵抗値 ・
・開放電圧 ・ばらつき判定
・電池内部モデル

【電池状態】
・動作時 ・停止時

【定電流充電】

【定電圧充電】

【定電流・定電圧充電】

【パルス充電】

【充放電方式の切替】

【満充電状態の維持】

【非接触充電】

用途・対象に応じた充放電技術

保護技術 充放電基盤技術 用途・対象に限らない基盤技術

【制御タイプ】
・電池制御
・電池 発電制御
・電池 負荷制御
・電池 その他エネルギ貯蔵
・複数二次電池の制御

電池状態の把握 充放電制御

その他

自動車

住宅 施設

【車両内充放電制御】
・駆動力制御
・回生制御

スマートグリッド

系統安定化技術 マイクログリッド

【詳細用途】
・需給バランス改善
・出力変動緩和

【電池配置】
・変電所 発電所
・住宅 施設
・車両
・多数分散配置

【監視技術】
・需要予測
・発電電力または
発電電力量予測
・現状把握
・周辺環境把握

【車両への
充電制御】
・車両の使い方
・住宅施設内負荷
・系統状態
に基づく制御

【放電技術】
・内部向け
・外部向け

【車両からの
放電制御】
・系統へ
・住宅施設へ
・通信

停電対策技術
【詳細用途】
・ バックアップ用
・一定期間供給用

【電池配置】
・変電所 発電所 ・住宅 施設
・車両 ・多数分散

【ユーティリティ】
・省エネ
・電気料金 契約
・家電スケジュール管理
・インタフェース
・修理、交換、メンテナンス

【監視技術】
・需要予測
・発電電力または
発電電力量予測
・現状把握

Ｖ
２
Ｈ

電池種別
【材料的な種別】
・ 電池
・ 電池
・ナトリウム硫黄電池
・ 電池

・キャパシタ
…

【構成上の種別】
・単セル
・多セル
・多モジュール

調査対象範囲

充電インフラ
【自宅充電】
【経路充電】
【目的地充電】

【サービス】
・料金 ・予約、案内

【充放電形態】
・直流 ・交流

【バッテリ バッテリ】

図表

1-5-49図   �出願人国籍（地域）別のファミリー件数推移及びファミリー件数比率（日米欧中韓台への出願、
出願年（優先権主張年）：2010 ～ 2016）
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⑫ストレージクラスメモリ

　IoT の普及や AI の進化により、大量のデータ
を高速に処理する能力が要求されているが、従来
のコンピューティングシステムでは、メインメモリとスト
レージとのアクセス速度の差がボトルネックとなる。
このボトルネックを解消する新たな不揮発性メモリと
してストレージクラスメモリが期待されている。
　ファミリー件数は全体的に減少傾向であったが、

2014 年は増加している。日本からの出願が最も多
く、次いで韓国からの出願が多い。近年は、米
国及び台湾からの出願が増加傾向を示している

［1-5-51 図］。
　ストレージクラスメモリの研究開発・技術開発が
目指すべき方向性として、ストレージクラスメモリユー
ザーの要求性能を満たすための課題を明確にし、
その課題を解決する技術開発を行うべきである。

1-5-50図   �ストレージクラスメモリの技術俯瞰図

1-5-51図   �出願人国籍（地域）別ファミリー件数推移及びファミリー件数比率（日米欧中韓台への出願、出
願年（優先権主張年）：2006 ～ 2016 年）
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用途・
応用産業

メモリ性能

課題

●データセンタ

・サーバー機
・ストレージ装置

●エッジコンピューティング
・IoT端末
・スマートスピーカ
・車載 等

●携帯情報機器
・スマートフォン
・タブレット ・PC
・スマートカード 等

●HPC

・AI用途 等

●オボニックスイッチ ●3端子素子 ●2端子素子 ●3次元化 ●その他

製造プロセス
（前工程）

●洗浄
●成膜
●微細露光
●エッチング
●熱処理
●平坦化加工
●その他

●高速化
・消去・書き込み
の高速化

・読み出しの高速化
・その他

●微細・高集積化

・小面積化
・3次元化
・その他

●セル当たり記憶メモリ数/記憶容量
・多値記憶（MLC等） ・記憶容量
・微細加工寸法：～1Ynm

●アクセス時間
・書き込み/読み出し時間：10ns～10ms
・消去時間：10ns～10ms

●信頼性
・書き換え可能回数：＞106

・データ保持：～10年

●コスト
・＜DRAMコスト

●低消費電力化
・駆動電流低減
・その他

●低コスト化
・製造容易化
・歩留り向上

・新材料導入低減

・その他

●高信頼性化
・劣化メカニズム明確化
・動作アルゴリズム最適化
・誤書き込み・誤読み出しの低減
・その他

●メモリシステムの最適化 ●その他
・用途毎のメモリ階層の
最適化及び簡素化

・セキュリティ強化
・その他

●置き換え対象
・ワーキングメモリ
・コードストレージ
・データストレージ

●産業機器

●その他

●アーキテクチャ
・3次元構造
（クロスポイント構造、
3次元積層型（BiCS等）、
チップ積層（TSV等） 等）

●メモリ素子
●配線
●電極
●コンタクト
●その他

メモリデバイス構造
●回路技術
・書き込み ・読み出し
・アドレス選択 ・電圧供給

●コントローラ技術
・ウェアレベリング ・ECC
・不良ブロック管理 ・高速化
・論理・物理アドレス変換 等

回路技術

● Memory-type SCM
● Storage-type SCM

ＳＣＭタイプ

要素技術

製造プロセス
（後工程）

●アセンブリ
●実装
●検査
●その他

異なる機能の混載

記憶素子（セル）タイプ

●NOR
・MONOS型
・フローティング
ゲート型

●MRAM
・STT-MRAM
・SOT-MRAM
・電流磁界型MRAM
・電圧駆動型MRAM 等

●PRAM
（PCRAM)
・GeSbTe
・TRAM

等

●ReRAM
・OxRAM
・CB-RAM
・CeRAM (Mott転移型)
・原子スイッチ 等

● NAND
・MONOS型
・フローティング
ゲート型

●カーボン
ナノチューブ

●FeRAM

●その他

メモリモジュール構造と
インタフェース

新しいメモリシステム
アーキテクチャ

セル選択スイッチ

CPU

ストレージ(HDD,SSD）

ストレージクラスメモリ
（ＳＣＭ）

SRAM

DRAM

アクセス速度

記憶容量

CPU

1-5-50図
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● �五庁におけるビジネス関連発明の 
出願動向

　五庁における特許出願件数（図 3）は、中
国の突出が目立ち、米国の出願件数は落ち着き
をみせている。欧州では従前からビジネス関連
発明の権利取得の難しさがあるため、出願件数
は低い水準で推移している。一方でPCT国際
出願（図 4）については、全体的に出願件数
が増加している中で、米国籍の出願人による出
願が多数を占めている。日本国籍出願人の出
願件数も上位ではあるが、こちらも中国勢の台
頭がみられる。

● �国内におけるビジネス関連発明の 
特許出願・審査の動向

　国内のビジネス関連発明の特許出願件数（図
1）は、非常に特徴的に推移している。2000 年
の出願ブーム後の減少傾向は2012 年頃から増
加に転じており、2017 年は約 9,000 件の出願が
あった。背景には、「モノ」から「コト」への
産業構造の変化が進む中で、ソリューションビジ
ネスへのR&Dが活発化していることが考えられ
る。また、スマートフォンや SNSの普及に加え、
AI、IoT 技術の進展により、ICTを活用した新
たなサービスが創出される分野（金融分野やヘ
ルスケア分野など）が拡大していることも一因に
挙げられる。なお、当初低調であった特許査定
率は年々高まっており、近年は他の技術分野と
同等の6～ 7 割程度で堅調に推移している。

（資料）特許庁作成
（備考）
　・�ここでは IPC として G06Q が付与された出願を「ビジネス関連発明」としている。
　・�ここでは G06Q が主たる IPC として付与された出願を「ビジネス関連発明自体を主要な特徴とする出願」とし、G06Q が IPC として付与されているが、その他の

IPC が主たる IPC として付与された出願を「ビジネス関連発明ではあるが、他技術に主要な特徴がある出願」としている。
　・�出願件数は、①国内出願件数と② PCT（Patent Cooperation Treaty：特許協力条約）に基づく国際出願のうち日本へ国内移行した出願件数、の合計数。
　・�PCT 国際出願は、国内書面の受付日を基準日として計上している。
　・�特許査定率＝特許査定件数／（特許査定件数＋拒絶査定件数＋ FA 後取下・放棄件数）

ビジネス関連発明の最近の動向
　ビジネス関連発明とは、ICT（情報通信技術）を利用してビジネス方法を実現した発明をい
う。具体的には、電子商取引やウェブ広告、Fintech 等の金融サービス、企業の業務システ
ムの発明である。

（資料）WIPO Patentscope を基に特許庁作成（2019 年 4 月 12 日検索） （資料）WIPO Patentscope を基に特許庁作成（2019 年 4 月 12 日検索）

Column 1

図１　ビジネス関連発明の国内出願件数

図３　各国のビジネス関連発明の特許出願件数

図２　ビジネス関連発明の特許査定率
（ビジネス関連発明自体を主な特徴とする出願を対象）

図４　ビジネス関連発明の出願人国籍別PCT国際出願件数



特許行政年次報告書2019年版84

● �国内における金融関連発明の 
特許出願・審査の動向

　国内のFintechを含む金融関連発明の出願
件数（図 1）は増加傾向にあり、2017 年には
1,100 件超であった。今後もキャッシュレス決済
の普及促進に伴い、金融分野での特許出願の
増加が予想される。特許査定率（図 2）につ
いても、他の技術分野と同等の6－7 割程度で
落ち着いている。また、近年では、Fintech サー
ビスを提供する企業間での特許侵害訴訟が注
目されるなど、特許の “ 活用 ”に関する動きも活
発になっている。

● 五庁の金融関連発明の動向
　五庁における金融関連発明の出願件数（図
3）は、全体として増加傾向にある。特に中国、
韓国は大きな伸びを示しているが、現状におい
て中国国内での特許登録件数（図 4）は、そ
の出願件数に比してさほど目立つ値とはなってい
ない。また、米国では2014 年のAlice 最高裁
判決の影響で、金融関連発明の特許取得が困
難となった状況がグラフ（図 4）にも現れている
が、近年の登録件数は増加している。
　そうした中、日本における金融関連発明の出
願規模は上述したように増加傾向であるものの、
各国と比較すると相対的に小さい。今後の日本
におけるFintechの普及による市場・投資の拡
大に基づく、さらなるイノベーションの創出が期
待される。

（資料）特許庁作成
（備考）
　・�ここでは IPC として G06Q20/, 40/ が付与された出願を「金融関連発明」としている。
　・�出願件数は、①国内出願件数と② PCT（Patent Cooperation treaty：特許協力条約）に基づく国際出願のうち日本へ国内移行した出願件数、の合計数。
　・�PCT 国際出願は、国内書面の受付日を基準日として計上している。
　・�特許査定率＝特許査定件数／（特許査定件数＋拒絶査定件数＋ FA 後取下・放棄件数）

Fintechと特許
　Fintechは、ファイナンス（Finance）とテクノロジー（Technology）を掛け合わせた造
語であり、ICTを用いた様々な金融・決済サービスを指す。例えば、QRコードを用いたキャッシュ
レス決済や仮想通貨のほか、家計簿アプリ、AIによる投資アドバイザ等のサービスが挙げられる。

（資料）WIPO Patentscope を基に特許庁作成（2019 年 4 月 12 日検索） （資料）Google Patent Search を基に特許庁作成（2019 年 4 月 12 日検索）
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Column 2

図１　金融関連発明の特許出願件数

図３　各国の金融関連発明の特許出願件数

図２　金融関連発明の特許査定件数／率

図４　各国の金融関連発明の特許登録件数
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（1）	日米欧中韓の物品分野別の意匠登録
動向

　2017 年（意匠公報発行年）の日米欧中韓で
の登録件数が、上位 10クラスのロカルノ分類（ク
ラス02・06・07・09・11・12・14・21・23・26）につい
て、2013 年～ 2017 年（意匠公報発行年）の日
米欧中韓の意匠登録件数を紹介する。
　全体の登録件数の動向を見ると、10クラス全て
において中国の件数が他国を大きく引き離して多
く、次いで欧州の件数が多くなっている。また、ク
ラス12（輸送又は昇降の手段及びクラス14（記録、

2．意匠

通信又は情報検索の機器）の件数の増加率が高
くなっている。
　一方、日本での登録件数について見ると、クラ
ス09（物品の輸送又は荷扱いのための包装用容
器及び容器）及びクラス14 が多いものの［図
1-5-52 図］〜［1-5-61 図］、クラス09 は横ば
いであり、クラス14 は減少傾向であったものの
2017 年には増加した。また、全体動向と同じく、
クラス12 及びクラス11 の登録件数の増加率が高
くなっている。
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1-5-52図   �クラス 02：衣料品及び裁縫用小物

1-5-53図   �クラス 06：室内用品
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（公報発行年）
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1-5-54図   �クラス 07：家庭用品、他で明記されていないもの

1-5-55図   �クラス 09：物品の輸送又は荷扱いのための包装用容器及び容器
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（公報発行年）
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1-5-57図   �クラス 12：輸送又は昇降の手段
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1-5-56図   �クラス 11：装飾用品
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（公報発行年）
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1-5-58図   �クラス 14：記録、通信又は情報検索の機器

1-5-59図   �クラス 21：遊戯用具、玩具、テント及び運動用品
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1-5-60図   �クラス 23：流体供給機器、衛生用、暖房用、換気用及び空調用の機器、固体燃料
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1-5-61図   �クラス 26：照明用機器

（備考）意匠登録件数は意匠公報発行年で集計した。
（資料）特許庁「平成 30 年度意匠出願動向調査―意匠マクロ調査―」
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（1）	分野別の商標登録出願動向
　商標の国際分類を産業分野毎に6（化学、機
械、繊維、雑貨、食品、役務）1 に分け、各分
野における2013 年～ 2017 年（出願年）の日米
欧中韓の商標登録出願区分数を紹介する。
　我が国においては、いずれの分野においても増
加傾向にあるが、特に機械、雑貨及び役務の分
野においては、2014 年～ 2017 年にかけて米国、

3．商標

欧州及び韓国と比較して高い増加率を示している。
　また、中国においては、いずれの分野において
も最も大きな件数を示しているとともに増加傾向を示
している。米国においては、全ての分野での増加
傾向だが、欧州や韓国においては、2017 年に件
数を落としている分野も存在する［1-5-62 図、
1-5-63 図、1-5-64 図、1-5-65 図、1-5-66 図、
1-5-67 図］。

１ �化学：1 類～ 5 類　機械：6 類～ 13 類、19 類　繊維：14 類、18 類、22 類～ 26 類　雑貨：15 類～ 17 類、20 類、21 類、27 類、28 類、34 類　食品：29 類～ 33 類　
役務：35 類～ 45 類
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1-5-63図   �機械分野における商標登録出願区分数の推移

（備考）中国（CNIPA）については右軸で示す。
（資料）特許庁「平成 30 年度商標出願動向調査報告書ーマクロ調査ー」
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1-5-62図   �化学分野における商標登録出願区分数の推移

（備考）中国（CNIPA）については右軸で示す。
（資料）特許庁「平成 30 年度商標出願動向調査報告書ーマクロ調査ー」
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1-5-65図   �雑貨分野における商標登録出願区分数の推移

（備考）中国（CNIPA）については右軸で示す。
（資料）特許庁「平成 30 年度商標出願動向調査報告書ーマクロ調査ー」
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1-5-64図   �繊維分野における商標登録出願区分数の推移

（備考）中国（CNIPA）については右軸で示す。
（資料）特許庁「平成 30 年度商標出願動向調査報告書ーマクロ調査ー」
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1-5-67図   �役務分野における商標登録出願区分数の推移

（備考）中国（CNIPA）については右軸で示す。
（資料）特許庁「平成 30 年度商標出願動向調査報告書ーマクロ調査ー」
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1-5-66図   �食品分野における商標登録出願区分数の推移

（備考）中国（CNIPA）については右軸で示す。
（資料）特許庁「平成 30 年度商標出願動向調査報告書ーマクロ調査ー」
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（2）	新しいタイプの商標の商標登録出願・
商標登録の動向

　日本では、2015 年 4 月1日より新しいタイプの
商標（音、動き、ホログラム、色彩のみ、位置）
を保護対象として出願することが可能となったが、
諸外国においては既に新しいタイプの商標（「音」
「色彩のみ」「香り（匂い）」「ホログラム」「動き」
「トレードドレス」）が導入されており、このうち「音」、
「色彩のみ」、「香り（匂い）」、「ホログラム」の
日本及び諸外国における出願件数と登録件数の

推移（2013 年～ 2017 年）を紹介する［1-5-68
図、1-5-69 図、1-5-70 図、1-5-71 図］。
　日本では、「音の商標」、「色彩のみからなる商
標」について、2017 年にそれぞれ出願件数が
80 件、22 件と前年よりも少なくなったものの、調査
対象国中では最多の件数となっている。
　日本における新しいタイプの商標（音、動き、ホ
ログラム、色彩、位置）の 2018 年の出願件数お
よび登録査定件数を1-5-72 図に示す。

1-5-69図   色彩のみの商標の出願件数・登録件数
2013 2014 2015 2016 2017

日 本 出　願 0 0 448 42 22
登　録 0 0 0 0 2

米 国 出　願 − − − − −
登　録 − − − − −

欧 州 出　願 − − − − −
登　録 − − − − −

韓 国 出　願 43 40 7 3 4
登　録 1 3 2 1 1

（備考）横線箇所は、データが取得できなかった箇所である。
（資料）�米国の件数については、米国特許商標庁の商標データベース（TESS）より作成 

欧州の件数については、EUIPO の商標データベース（eSearch plus）より作成 
韓国の件数については、韓国知的財産庁の商標データベース（KIPRIS）より作成 
日本の件数については、統計・資料編　第 2 章 7.

1-5-68図   音の商標の出願件数・登録件数
2013 2014 2015 2016 2017

日 本 出　願 0 0 365 133 80
登　録 0 0 21 74 113

米 国 出　願 40 25 33 26 42
登　録 23 14 15 20 16

欧 州 出　願 34 14 12 15 22
登　録 14 24 12 12 9

韓 国 出　願 10 3 5 17 18
登　録 0 29 5 2 14

（資料）�米国の件数については、米国特許商標庁の商標データベース（TESS）より作成 
欧州の件数については、EUIPO の商標データベース（eSearch plus）より作成 
韓国の件数については、韓国知的財産庁の商標データベース（KIPRIS）より作成 
日本の件数については、統計・資料編　第 2 章 7.
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1-5-70図   香り（匂い）の商標の出願件数・登録件数
2013 2014 2015 2016 2017

日 本 出　願 − − − − −
登　録 − − − − −

米 国 出　願 1 5 3 0 1
登　録 0 1 1 1 0

欧 州 出　願 − − − − −
登　録 − − − − −

韓 国 出　願 2 0 0 0 0
登　録 0 0 0 0 0

（備考）横線箇所は、データが取得できなかった箇所である。
（資料）�米国の件数については、米国特許商標庁の商標データベース（TESS）より作成 

欧州の件数については、EUIPO の商標データベース（eSearch plus）より作成 
韓国の件数については、韓国知的財産庁の商標データベース（KIPRIS）より作成 
日本の件数については、統計・資料編　第 2 章 7.

1-5-71図   ホログラム商標の出願件数・登録件数
2013 2014 2015 2016 2017

日 本 出　願 0 0 14 3 0
登　録 0 0 1 8 2

米 国 出　願 − − − − −
登　録 − − − − −

欧 州 出　願 1 0 0 0 1
登　録 0 1 0 0 0

韓 国 出　願 0 1 0 0 1
登　録 0 0 0 0 0

（備考）�横線箇所は、データが取得できなかった箇所である。
（資料）�米国の件数については、米国特許商標庁の商標データベース（TESS）より作成 

欧州の件数については、EUIPO の商標データベース（eSearch plus）より作成 
韓国の件数については、韓国知的財産庁の商標データベース（KIPRIS）より作成 
日本の件数については、統計・資料編　第 2 章 7.

1-5-72図   日本における新しいタイプの商標の出願および登録査定状況（2018 年）
音 色彩 ホログラム 動き 位置 合計

出　願 51 19 2 26 41 139
登　録 49 5 1 8 19 82

（資料）統計・資料編　第 2 章 7 




